
























































復興教育作業部会（仮称）イメージ

「岩手県東日本大震災津波復興計画　復興基本計画」は平成30年度（2018年度）まで計画

2013年 15歳
（中学3年生）

2018年　20歳

（成人）

復興基本計画
最終年 未来の岩手県の復興を支える人材

＝いわての子どもたち

産

学 官

岩手県東日本大震災津波復興計画　復興基本計画（抜粋）
「暮らし」の再建　Ⅲ 教育・文化
取組項目① きめ細かな学校教育の実践と教育環境の整備・充実
　…大震災津波の体験を踏まえ、災害の知識や身の守り方、自己の在り方、復興における自分自
身の役割、地域との関わり方、郷土の将来像の創造等、様々な要素を組み入れた「いわての復興
教育」プログラムを構築

提供プログラム例
　・岩手のトップランナーによるリレー講演…地元就職・進学意識の高揚
　・地域のイチオシマップ作り　　　　　　…郷土愛の醸成
　・避難経路検証　　　　　　　　　　　　…地域防災教育
　・いわての未来づくりコンテスト　　　　…郷土理解促進、地域資源発信

『「いわての復興教育」プログラム』など県内学校等へのプログラム提供・実施

⇒産学官が力を合わせ、「いわての子どもたち」を育てる

第2作業部会

ものづくり産業支援

第5作業部会

高齢者支援（見守り）

第6作業部会

被災者と支援者
マッチング支援

東北未来創造イニシアティブ

起業支援・首長支援

様々な年代の県民生活を応援する「いわて未来づくり機構」

資料No.２
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東北未来創造イニシアティブ

東北復興と日本の未来の為に私たちができること

2013年2月9日
東北未来創造イニシアティブ事務局

資料No.３
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東北未来創造イニシアティブとは

被災地の復興と未来創造の鍵を握る『人づくり』を

『地域のクロスセクター連携』と、『全国の民間有志の協働』により実現し、

日本全体のロールモデルたる『街づくり・産業づくり』に寄与せんとする
５年間のイニシアティブ

◆代表発起人
　大山健太郎 アイリスオーヤマ株式会社代表取締役社長、

社団法人東北ニュービジネス協議会会長
　大滝　精一 東北大学大学院経済学研究科長、東北大学経済学部長、教授

◆中核発起人
　浅倉　俊一 株式会社ダイユーエイト　代表取締役社長、
　池田　　弘 学校法人新潟総合学園総長、

公益社団法人日本ニュービジネス協議会連合会会長　　
　石川　治江 ＮＰＯ法人ケアセンターやわらぎ　代表理事
　北城恪太郎 日本アイ・ビー・エム株式会社　相談役　
　小宮山　宏 株式会社三菱総合研究所　理事長、東京大学総長顧問
　高橋　真裕 株式会社岩手銀行　代表取締役頭取
　米谷　春夫 株式会社マイヤ　代表取締役社長
　増田　寛也 株式会社野村総合研究所　顧問、前岩手県知事
　松田　昌士 東日本旅客鉄道株式会社　顧問
　

　

※現在、趣旨に賛同する経営者有志を100人規模で募集中
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中核となる２つの活動／挑戦

１）　人づくりのための、座学ではない、コーチング・メンタリングを中心とした
　　　実践行動型人材育成道場を開設・運営

・首長の直下にチームを置き、地元自治体の復興計画の具現化を推進

・具現化を推進する地域プロデューサー候補人材を発掘・育成・支援

・ラウンドテーブルでの、経営者からの街づくり・産業づくりへのアドバイス

２）　街づくり・産業づくりに向け、有志の首長に支援チーム（上記出向者）を派遣
　　　同時に、経営者とのラウンドテーブルを定期開催

・被災三県の重要地域に道場開設

・道場内で、経営者・事業家・起業家・地域/産業プロデューサを育成

・全国の有志企業からの出向者（20～25名程度）が運営に当たる

３）　経済同友会を通じた、生きた政策提言による復興加速

・各地に入り込んだ出向者が、毎月一堂に会して作戦会議を実施

・ベストプラクティスの共有、スタックポイントの洗い出しを基に、生きた政策提言へ
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仙台
平野

気仙沼

福島

石巻

釜石

大船渡

３県を繋ぐ　クロスセクターでの運営体制　（本日現在）

地域主催：

　　【岩手・沿岸】　

　　【宮城・仙台平野】

　　

　　【宮城・気仙沼】　　　

　　【宮城・石巻】　　　　

　　【福島・福島（仮）】　　　　　

　　【東京リエゾン（運営担当）】　　　　

いわて未来づくり機構（運営統括：岩手銀行）、釜石市、大船渡市

共催：岩手県、社団法人岩手経済同友会、ＮＰＯ法人いわて連携復興センター　他

岩沼市、社団法人仙台経済同友会、ＮＰＯ法人せんだい・みやぎＮＰＯセンター

協力：仙台市　他

気仙沼市、気仙沼商工会議所　

協力：気仙沼信用金庫、ＮＰＯ法人ネットワークオレンジ　他

石巻専修大学、石巻信用金庫　

協力：石巻市、石巻商工会議所、東松島市、女川町

福島大学うつくしまふくしま未来支援センター、

一般社団法人ふくしま連携復興センター　他

　　　　　ＮＰＯ法人アイ・エス・エル

全体主催：
　　　　東北大学大学院経済学研究科　地域イノベーション研究センター、東北大学災害復興新生研究機構
　　　　社団法人東北ニュービジネス協議会　（仙台統括事務局）　　　　　

特別協力：　公益社団法人経済同友会　東北未来創造イニシアティブ協働ＰＴ

協力：　　　　公益社団法人日本ニュービジネス協議会連合会
　　　　　　　　公益社団法人日本青年会議所
　　　　　　　　一般社団法人グローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワーク
連携協力：　復興庁
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活動計画　本格展開へ

・気仙沼サテライト（先行出向者２名）
　首長支援　復興具現化/人材育成道場
　ラウンドテーブル開催

・仙台統括事務局　拡充（先行出向者３名）

初年度初年度初年度初年度 ２２２２年目年目年目年目 ３３３３～～～～５５５５年目年目年目年目

パイロット展開期（２月～）

・社会起業家・コミュニティ起業家の
　起業支援（３０名）
・上記を梃にした地域の協働体制作り
・全国への支援呼掛け

スタートアップ期

・岩手沿岸サテライト（釜石・大船渡）
　　首長支援/人材育成道場

本格展開期（５月～）

現在

・仙台平野サテライト（岩沼市）

・石巻サテライト
　　　　　　　・福島サテライト他　順次開設予定
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発掘・ﾒﾝﾀﾘﾝｸﾞ・ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ
事業拡大支援

参考１）　実践行動型　人材育成道場の絵姿　

石巻サテライト

岩手沿岸サテライト

　　
　ベンチマーク・相互触発
　　　　ネットワーキング

企業Ａ…戦略
企業Ｂ…マーケティング
企業Ｃ…会計
他

各地へワークショップ提供

経営者（個人として）

気仙沼サテライト

福島サテライト

視野拡大

持ちかえり
実践

メンタリング
ネットワーク紹介
寺子屋式講演

仙台（東北大学
・片平キャンパス）

・　各サテライトに、道場開設
・　メンタリング・コーチングによる人材育成
・　地域人材が２ヶ月毎に仙台に集合
　　　　　　　　　　　　（相互触発、切磋琢磨）

全国

東北

起業家・事業家
地域プロデューサー

(地元＋Iターン人材)

企業出向者

自立塾
（起業）

経営塾
（事業拡大）

イノベーター塾

専門家集団

道場運営

道場
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首長Ａ

参考２）　街づくり、産業づくりにおける支援の構図

○○市

ゲートキーパー

○○市○○市

ソリューションは、出向者チーム全体で対応

所属会社
リソース

首長Ｃ首長Ｂ

更には、背後に控える発起人を始めとした

民間数百社のリソース

・出向者チームの中から、数名ずつをゲートキーパーとして各市町村の首長の下に派遣
・ソリューションはチーム全体、更には民間数百社のリソースを駆使して提供
・半年に１回の首長・経営者ラウンドテーブルでアドバイス

東
北
未
来
創
造
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
　
リ
ソ
ー
ス

市町村単位で、復興計画の
ターゲットイシューを設定

首長・経営者
ラウンドテーブル

定期開催

出向者

全国経営者



いわていわていわていわて未来未来未来未来づくりづくりづくりづくり機構機構機構機構    平成平成平成平成 24242424 年度第年度第年度第年度第２２２２回回回回ラウンドテーブルラウンドテーブルラウンドテーブルラウンドテーブルにににに寄寄寄寄せてせてせてせて    

 

2013 年２月９日 

いわて未来づくり機構ラウンドテーブルメンバー 

株式会社 マイヤ 代表取締役社長 

（大船渡商工会議所副会頭） 

米谷 春夫 

 

 

第 2 回ラウンドテーブルにはかねてから予定に入っていた海外出張の為に出

席できないことを深くお詫び申し上げます。 

 

事務局より「東北未来創造イニシアティブとの連携について」のコメントを

要請され、大変稚拙ですが次のような思いや期待をお伝えさせていただきます。 

  

被災地は現在「くらしの再建」を優先に施策が講じられておりますが、私達

住民が未来に希望を持ち嬉々として住めるようなビジョンも展望もあまり見え

ない現況に正直、不安と失望感が増しております。 

これは内陸に移住されておられる方々の３割がもう沿岸には戻らないという

アンケート結果に如実に表れていると思われます。 

被災地に住み、働き、故郷三陸と運命共同体の覚悟をもって生きていこうと

する人間にとって未来があまりに不透明で、産業も人も新しい芽が芽生える兆

しすらない現況ではないでしょうか。 

従って、被災地の復旧は暮らし優先であって当然ながら、未来に希望が持て

るビジョンなり将来像がより具体的に見える施策こそが急務であり、新しい創

造的産業なりビジネスを誕生させて革新的街づくりを実現していく、再生では

なく、新生三陸を創造するという決意を前提に対処していくべきと考えており

ます。 

 

東北未来創造イニシアティブという組織が昨年発足しました。 

これは東北ニュービジネス協議会のアイリスオーヤマ大山健太郎社長と東北

大学大滝精一経済学部教授を代表発起人とし、全国的に活躍されておられる著

名人を中核発起人として組織化されたものですが、岩手県からは経済同友会代

表幹事の高橋真裕岩手銀行頭取、更に被災地の人間として不肖私が名前を連ね

ております。 

 

資料 No.4 



この東北未来創造イニシアティブは被災地の復興と未来創造の人づくりを目

的として日本全体のロールモデルたる街づくりと産業づくりに寄与しようとす

る 5 年間のイニシアティブでありますが、被災地の首長の参謀的役割を果たす

人たちを首都圏大手企業から経済同友会を通じて派遣してもらう、更には被災

地でベンチャーを目指す人たちを発掘して実践行動型道場を開いて育てるとい

う内容となります。 

具体的には、グローバルな情報やノウハウや人脈をもった民間大手企業が経

済同友会を通じて社員を被災地に派遣し、首長さんの参謀役として、或いは行

政と大手企業の架け橋として活躍してもらうということになりますが、オール

岩手にとどまらずにオールジャパンの力を岩手に活用できるチャンスだと思っ

ております。 

また、人づくりのプロとして、この組織の黒子として尽力されているプロジ

ェクトリーダーの ISL 理事長の野田智義氏がおられますが、野田氏を中心に東

北大学で或いは被災地で実践行動型道場を開設して人材育成を進めていきます。 

尚、この道場の運営などには岩手銀行さんが強力なバックアップをして下さる

と聞いておりますので大変心強く思っておりますが、この道場を通じて被災地

の未来を背負う起業家が次々と巣立っていくはずと信じております。 

 

今、被災地は官民例外なく大変慌ただしい繁忙な日々を過ごしておりますが、

特に行政にあってはこれ以上の仕事が付加するのは困る、ましてや最終的には

行政に責任を押し付けるのでは？という心配も理解できる話です。 

しかし、県と市・東北大学・経済同友会・ニュービジネス協議会・商工会議

所・岩手銀行などの有力な組織が一体となって被災地の未来を担う人づくりを

進めていくことは画期的なことではないでしょうか。だからこそ、あらゆる障

害やリスクを乗り越える気概と英知を集めて積極果敢に挑戦するに値するプラ

ンだと考えております。 

このプランは、現在、宮城県気仙沼市が先行しておりますが、岩手県におき

ましても釜石と大船渡の市長さんのご同意を得て、両市に対して民間出向者を

派遣する予定になっていることを大変喜んでおります。 

是非とも、被災地の私どもが未来に希望が持てる萌芽を育てていただけるよ

うに関係者の皆様方のご理解とご協力を宜しくお願い申し上げます。 

 

 


